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農地中間管理事業の推進に関する基本方針 

 

新 潟 県   

平成 26 年３月１日策定  

平成 27 年３月 26 日改定   

令和元年 11 月１日改定   

令和５年４月１日改定  

令和６年３月 29 日改定  

令和７年４月１日改定 

 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）第３条の

規定に基づき、下記のとおり新潟県の「農地中間管理事業の推進に関する基本

方針」を定める。 

 

記 

 

１ 基本的な考え方 

国では、農業の持続的発展に向け、令和５年に担い手の農地利用が全農地

の８割を占める農業構造を確立する目標等を掲げ、農地中間管理機構の活用

等による担い手への農地集積・集約化を展開しており、担い手の農地利用面

積が全国的に増加している。 

一方、農業者の減少や高齢化が一層加速することが見込まれ、生産の効率

化やスマート農業の展開等を通じた農業の成長産業化に向け、分散錯圃の状

況を解消し農地の集約化等を進める必要があることから、令和４年５月に、

農業経営基盤強化促進法等の一部が改正され、地域の将来の農業の在り方や

将来の農地の効率的かつ総合的な利用に関する目標等を定めた地域農業経

営基盤強化促進計画（以下「地域計画」という｡)を市町村が策定することと

されたところである。 

本県では、担い手の経営基盤の強化を図るため、農地中間管理事業に関す

る目標等を定め、担い手への農地の集積・集約化を推進してきたところであ

るが、農業者数が減少している一方で担い手も農地の引受けが困難となる状

況が顕在化してきている。このため、関係機関・団体間の密接な連携のもと

に、地域計画の実現に向けて農地中間管理事業を活用し、将来にわたり効率

的かつ安定的な農業経営を行うための体制構築等を進め、農地集積・集約化

を加速させる。 



２ 効率的かつ安定的な農業経営を営む者が利用する農用地の面積の目標 

 現在（令和５年度） 令和 16 年度 

耕地面積(①)  

うち担い手が利用

する面積(②) 

167,200ha 

112,286ha 

 

167,000ha 程度 

150,000ha 程度 

②／① 67％   90％   

注１：耕地面積の現在は、農林水産省耕地面積統計 
２：担い手が利用する面積の現在は、以下の者の農地利用面積の計 

① 認定農業者 
② 基本構想水準到達者 

ア 認定農業者以外の市町村基本構想水準到達者 
イ 経営改善計画の再認定を受けなかったものの、従前の経営面積
を維持又は拡大している者 

③ 集落営農経営 
ア 特定農業団体 
イ 集落営農組織（複数の農業者で構成される農作業受託組織であ
って、規約を定め、生産・販売について共同販売経理を行ってい
る組織） 

④ 認定新規就農者 
 

【参考：担い手の数】 

 現在（令和５年度） 令和 16 年度 

認定農業者    12,152  10,000  

 

３ 農用地の利用の効率化及び高度化の促進に関する目標 

  基盤整備事業等の実施により、担い手が効率的に作業できるよう連続して

作業ができるほ場の拡大を進める。 

 

４ 農地中間管理事業の推進に関する基本的な方向 

農地中間管理機構は、市町村、農業委員会、市町村公社、農業協同組合及

び土地改良区等と一体となって、地域計画の策定された区域で重点的に、担

い手への農地集積・集約化や耕作放棄地の発生防止・解消等を推進する。 

 

５ 農地中間管理事業の実施方法 

事業を適切かつ確実に行っていくため、農地中間管理機構から市町村、農

業委員会、市町村公社、農業協同組合及び土地改良区等に対し、業務の委託

又は協力の要請を行うことを基本とする。 

 

 



６ 農地中間管理事業に関する啓発普及 

地域計画の策定に向けた話合いの場等（多面的機能支払交付金の地域資源

保全管理構想、中山間地域等直接支払交付金の集落協定、ほ場整備事業の計

画等、地域農業の将来に関する話合いを行う場を含む）において、地域の関

係者に、地域計画の策定に取り組むことの意義と合わせて農地中間管理事業

の活用方法等について、周知徹底を図る。 

 

７ 関係機関・団体の連携及び協力 

県段階の関係機関・団体（県、県農業会議、県農業協同組合中央会、県土

地改良事業団体連合会）、地域段階の関係機関・団体（市町村、農業委員会、

市町村公社、農業協同組合、土地改良区等）、農業者団体、株式会社日本政

策金融公庫等は、農地中間管理機構との密接な連携・協力のもとに農地中間

管理事業を推進し、担い手への農地集積・集約化に努める。 

 

８ 農地中間管理機構が行う特例事業に関する事項 

農地中間管理事業の推進を図るため、本基本方針に即して運用する。 


